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要約

2017年に告示された学習指導要領では，主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）と

カリキュラム・マネジメントは，教育課程を軸に，授業や学校の組織・経営の改善を図るものとして，
学校全体の機能を強化することが期待されている。本研究は，この点に着目し，両者の関係について，
量的調査を実施し，詳細な分析を行った。結果，カリキュラム・マネジメントがアクティブ・ラーニ

ングの視点からの授業改善を後押しするという知見を再確認するとともに，学校の課題状況により，
両者の関係には違いがあり，効果的なカリキュラム・マネジメントが異なっていることを実証的に明

らかにした。このことは，それぞれの学校が，自校の実態を踏まえてカリキュラム・マネジメントを

進めることの重要性を示唆するものである。
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1．はじめに

1.1．学習指導要領とカリキュラム・マネジメント

2017年度に告示された，学習指導要領（以下「2017改訂」と言う）の中で，注目されるポイントの

一つがカリキュラム・マネジメントである（例えば，石井2018）。カリキュラム・マネジメントは，『①

各教科等の教育内容を相互の関係で捉え，学校の教育目標を踏まえた教科横断的な視点で，その目標

の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。②教育内容の質の向上に向けて，子供たち

の姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき，教育課程を編成し，実施し，評価して改

善を図る一連のPDCAサイクルを確立すること。③教育内容と，教育活動に必要な人的・物的資源等を，
地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的に組み合わせること』（中央教育審議会2015a）の三

つの側面からなり，新学習指導要領の作成プロセスの中では，その理念を実現する方策の一つとして

検討され（中央教育審議会2015a），最終的に，2017改訂の総則に記載された。

1.2．カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニング

そのカリキュラム・マネジメントは，前項でも示した通り，2017改訂の理念を実現するための方策

として描かれている。そして，今回の学習指導要領で実現を期待されていることの一つが，主体的・
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対話的で深い学びを実現するアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善である。これまでの研究

では，カリキュラム・マネジメントを行っている学校ほどアクティブ・ラーニングの効果認識が高い

といったような相関の関係（山辺ら2017）や，アクティブ・ラーニングの視点に立ったカリキュラム・

マネジメントに関する事例的な報告（例えば小林・石上2018）などは行われており，カリキュラム・

マネジメントが，アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に寄与しうる可能性は示されている

ものの，実証的にその関係を検討したものはない。

本研究は，実証研究の不足という現在の状況を踏まえ，その間隙を埋めるべく，カリキュラム・マ

ネジメントが，アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に寄与しうるのかどうか，という点に

ついて定量的な調査と分析を通じて検討を行う。

2．先行研究

2.1．カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングの関係に関する研究

カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングを関連付けた研究は，現時点では十分な蓄

積があるとは言い難い状況にあるものの，一つには，学校における実践を基礎とした研究がある。例

えば，小林・石上（2018）は，音楽科教員としてアクティブ・ラーニングの視点を取り入れた授業改

善を行うことを目的としたカリキュラム・マネジメントの実践について報告している。具体的には，
課題解決学習の時間を確保することを目的として楽曲の解説をとりやめる一方，グループ単位で楽曲

の特徴探しを行うなど，目的に応じた実践の取捨選択を行ったり，対話的な活動の意味づけを高める

ために，鑑賞と表現について，カリキュラムの再構成を行ったりするなどしている。また，広石（2016）

はアクティブ・ラーニングの視点からの道徳教育の改善をはかるうえで，特別活動との領域横断によ

る実践を提案している。特別活動を，道徳的な知識や考え方を具体的な文脈に活用する体験として位

置付けることによって，従来からの道徳のスタイル，つまり，読み物教材による一単位時間完結型の

実践を乗り越えることを構想している。

このような論考は，前述したカリキュラム・マネジメントの3つの側面のうち幾つかの取り組みを通

じてアクティブ・ラーニングの視点から授業改善を行うことについて述べており，その実践や提案は

「カリキュラム・マネジメントがアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に寄与している」もの

として捉えることができる。しかし，これらはあくまで事例や領域に限定されたなかでの関係を取り

上げたものである。カリキュラム・マネジメントは2017改訂の総則に示されたものであり，すべての

対象や領域に関わるものとして述べられていることを踏まえると，幅広い対象において「カリキュラ

ム・マネジメントが，アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に寄与する」という関係が成り

立ちうるのかを検討することも必要である。

そこで，この関係について幅広い対象について検討したものに目を向けると，全国の高校（回答学

校数2414校，回収率62％）を対象に，アクティブ・ラーニングの視点に立った参加型学習の実態につ

いて調査を行った山辺ら（2017）がある。山辺らは，「学校教育目標の意識」などのカリキュラム・マ

ネジメントに関する項目と，アクティブ・ラーニングの視点に立った参加型授業の効果認識に関する

項目との関係について分析し，特に「教育課程を評価・改善する取り組み」が，参加型授業の「主体性」

や「市民性」に関する効果認識に寄与していることを明らかにしている。
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山辺らの調査研究は，カリキュラム・マネジメントの一側面が，アクティブ・ラーニングの視点に

立った実践の効果認識につながっていることを示しており，本研究にも大きな示唆を提供するもので

ある。しかし，次の2点において課題を有している。一つは，従属変数が「効果認識」である点にある。

繰り返しになるが，本研究が対象としているのはカリキュラム・マネジメントと授業改善の関係であ

る。効果認識はその授業改善の結果として高まると想定されるもので，山辺らの研究は一足飛びに，
カリキュラム・マネジメントと実践の効果認識の関係を分析しており，本研究の関心とは異なってい

る。もう一点は，高等学校を対象としている点にある。初等教育における実態を捉えたものではない。

以上を踏まえ，本研究では，小学校を対象とした量的な分析，特に，カリキュラム・マネジメント

と授業改善との関係に焦点をあてた分析を行っていく。加えて，本研究では，以下の論点についても

検討を行う。

2.2．カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングの関係に関する追加的な論点

2.2.1． 校内研修としての授業研究との関係に関する論点

我が国の学校内における授業改善を推進するものとして注目されてきたのは，必ずしも，本研究で

取り上げるカリキュラム・マネジメントのようなマネジメント的視点を持った活動ではない。むしろ，
より長く歴史をもち，国際的にも注目を集める，校内研修としての授業研究こそが授業改善の推進に

中心的な役割を果たしてきたと考えられている（日本教育方法学会2009）。近年，多くの学校の授業研

究において，アクティブ・ラーニングをテーマとしたものが行われており（ベネッセ教育総合研究所

2016），これらがアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に大きく寄与している可能性は高い。

カリキュラム・マネジメントと，校内研修としての授業研究とは，もちろん，無関係ではないものの，
授業研究の文脈のみでアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善が説明できるのであれば，カリ

キュラム・マネジメントが授業改善に寄与したとは言い難い。先行研究は，校内研修としての授業研

究の影響を無視して，カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングの関係のみを取り上げ

ている。そこで，本研究では，校内研修としての授業研究の影響を統制したうえで，それでも，カリ

キュラム・マネジメントがアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善に寄与しているかを検討する。

2.2.2． 学校の実態を踏まえたカリキュラム・マネジメントに関する論点

これまでのマネジメントに関する研究においても，その学校が抱える生徒指導的な難しさがその学

校のマネジメントに与える難しさ（佐藤2014）や，学力の状況に応じた学校経営のあり方（北浦ら

2018）などについて様々に報告が行われてきた。カリキュラム・マネジメントにおいても同様の影響

が考えられ，学校の実態によって効果的なカリキュラム・マネジメントのあり方が異なっている可能

性が高い。それらの違いを無視して全ての学校のカリキュラム・マネジメントを十把一絡に扱うこと

は，問題を生じさせる可能性もある。まずは，学校の状況の相違によって，カリキュラム・マネジメ

ントのあり方に実際に違いが生じるかを検討する必要がある。本研究においては，小学校が抱える課

題によってグループ分けしたうえで，それらのグループ間で，カリキュラム・マネジメントとアクティ

ブ・ラーニングとの関係に違いが生じるかどうかを検討する。
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3．調査方法

3.1．調査の概要

本研究プロジェクトでは，前述した論点に関する検討を行うため，2017年11月に質問紙調査を行っ

た。まず，東京都における全ての公立小中学校を対象に調査の協力依頼を行い，承諾が得られた学校

に質問紙を配布した。結果として，249 校の 4391 名の教職員から回答を得た。本研究では，初等教育

におけるカリキュラム・マネジメントを研究対象とするため，小学校教員から得られた回答データ（204

校，3604名）を用いて分析する。分析に用いる項目は，カリキュラム・マネジメントに関するもの，
アクティブ・ラーニングや主体的・対話的で深い学びに関するもの，校内研究の実施状況に関するもの，
荒れや学力的な困難に関するもの，である。

3.2．質問項目の作成

ここでは，上記の項目に関してどのように質問項目を作成したのか説明する。

3.2.1．カリキュラム・マネジメントに関する項目

カリキュラム・マネジメントについては，中央教育審議会（2015a）を踏まえたうえで，木村ほか（2017）

や脇本ほか（2017）などを参考に作成した。「あなたの学校の教育課程は，学校教育目標の達成を意識

した，特色あるものになっている」「あなたの学校では，教育活動に必要な人的・物的資源について，
学校外のあらゆる資源を活用し，効果的に組み合わせた教育活動が行われている」などの6項目とした。

それぞれについて，「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまらない」

「あてはまらない」の5段階のリッカート尺度によって尋ねた。

3.2.2. 校内研究の活性化に関する項目

校内研究の活性化の度合いについては，「校内研究には多くの教員が積極的に参加している」および

「校内研究を通じて，教員組織の学び合おうとする意識が高まっている」の2項目を用いた。こちらに

ついても，同様に5段階のリッカート尺度によって尋ねた。

3.2.3. アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善に関する項目

主体的・対話的で深い学びを実現するアクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善については，
単項目「あなたの学校には「アクティブ・ラーニング」や「主体的・対話的で深い学び」の視点に立っ

た授業改善に積極的に取り組む文化・風土がある」を用い，5段階のリッカート尺度により尋ねた。

3.2.4. 荒れや学力的な困難に関する項目

本研究においては，荒れと学力的な困難の二つについて質問を行った。それぞれ，「あなたの学校は,

教師の指示に従わなかったり，規律を破る児童生徒が多い。」「児童生徒の基礎学力の獲得や学習習慣

の定着に課題を抱えている。」である。こちらについても5段階のリッカート尺度によって尋ねた。
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4．分析結果

4.1. 因子分析

まず，カリキュラム・マネジメントに関する6つの項目について因子分析を行った。理論的枠組みに

基づき3因子構造を仮定し，最尤法・プロマックス回転で行った。その結果が表1である。それぞれ「特

色ある教育課程」「学校内外のリソースの活用」「教育課程のPDCA」と命名した。それぞれの因子の尺

度構成に関する Crombachのアルファは，α＝.857, .905, .799であった。

4.2．回帰分析

次に，カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングに関する関係について分析するため，
回帰分析を行った。

まず，カリキュラム・マネジメントの3因子について，それぞれ単純加算平均によって得点化を行っ

た。同様に，校内研究の活性度についても2項目の単純加算平均によって得点化した（α＝.880）。

次に，カリキュラム・マネジメントの三因子，校内研究活性度，アクティブ・ラーニング推進度に 

表1　カリキュラム・マネジメントに関する因子分析

表2　アクティブ・ラーニングの推進に関する回帰分析
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ついて，階層的重回帰分析を行った。第一段階では校内研究活性度のみ，第二段階でそれに加えカリ

キュラム・マネジメントの三因子を独立変数とし，アクティブ・ラーニング推進度を従属変数とした。

なお，従属変数は単項目であるものの，5段階以上という慣例（松尾ら2002）を満たしているため，便

宜上間隔尺度として扱う。その結果が表2である。R2乗の変化量は十分にあり，1％有意であった。また，
第2段階におけるカリキュラム・マネジメントの三因子は1％水準で有意な関係になっていた。

4.3．学校状況別の回帰分析

次に，学校の状況別に，カリキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングの関係について分

析するため，データを4群に分割したうえで，それぞれ回帰分析を行った。

具体的には以下の手続きで行った。まず，4群のグループの分けについては，荒れの度合い，および，
学力的な困難の度合いという2軸を用い，それぞれ高群と低群に分け，両者を掛け合わせることによっ

て4群に分割した。荒れに関する質問項目「あなたの学校は，教師の指示に従わなかったり，規律を破

る児童生徒が多い。」の結果について，平均値（μ＝2.56）を境に，平均値より高い群を「荒れ高群」，
低い群を「荒れ低群」とした。同様に，学力的な困難に関する質問項目「児童生徒の基礎学力の獲得

や学習習慣の定着に課題を抱えている。」についても，平均値（μ＝3.27）より高い群を「学力困難高群」，
低い群を「学力困難低群」とした。

そのうえで，二つの分類をかけあわせ，「荒れ高群」かつ「学力困難高群」に属する群を「荒れ高・

学力困難高群」とした。同様に，「荒れ高・学力困難低群」，「荒れ低・学力困難高群」，「荒れ低・学力

困難低群」を作成した。それぞれの群の度数については，表3の通りである。

次にそれぞれの群について，カリキュラム・マネジメントと校内研究を独立変数，アクティブラー

ニングの推進を従属変数とする重回帰分析を行った。その結果が，表4である。「荒れ高・学力困難高群」

表3

表4　各群における重回帰分析
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においては「特色ある教育課程」「学校内外のリソースの活用」が有意となっており，「荒れ低・学力

困難高群」においては「教育課程のPDCA」が，「荒れ高・学力困難低群」においては「特色ある教育

課程」と「教育課程のPDCA」が，「荒れ低・学力困難低群」においては全ての因子が，それぞれ有意

となっていた。

5．おわりに

5.1．結果の考察

本研究の全ての回帰分析において，モデルは有意となっており，かつ，校内研究の影響を統制した

うえでも，カリキュラム・マネジメントの三つの側面は有意な関係にあった。先行研究に比べて，よ

り詳細な分析を行ったうえでも，その関係が認められたことで，〈カリキュラム・マネジメントが，ア

クティブ・ラーニングの視点からの授業改善を後押しする〉という知見についての頑健性が高まった

と言える。

加えて，後半の分析では，学校の課題状況ごとに上記の関係を検討した。その結果，学校の実態に

よって結果が異なっていることが分かった。その結果については，次のような解釈の可能性が考えら

れる。まず，生徒指導面でも学習指導面でも困難を抱える学校では，「特色ある教育課程」「学校内外

のリソースの活用」のみが有意であった。この群の学校については，いわゆる「しんどい学校」の研

究が参考になる。しんどい学校は，社会階層的に厳しい背景を持つ学校であるが，そういった学校は

学力面でも生徒指導面でも困難を抱えており（志水2009）この群の特徴と合致する部分がある。「しん

どい学校研究」によると，例えば，刈谷（2012）にも示されている通り，社会背景からみて厳しい状

況にある学校では，学習意欲や，調べ学習・グループ学習に対する積極性などが低いことが知られて

いる。このような状況で「特色ある教育課程」を実現しようとする際には，学習への主体的な関わり

を引き出すような，アクティブラーニングに親和的な方向で教育課程づくりが行われる可能性が高い

のではないだろうか。また，志水（2009）でも述べられている通り，このような学校では授業を成立

させるために，保護者や地域との連携が重要なことが知られている。アクティブラーニングを重視す

る授業は，一般的に，活動の自由度が高い。そういった授業を成立させるためには，通常の授業に比

べ，より外部との連携は必要になる可能性があり，「学校内外のリソースの活用」が行われていること

で，その実現性が高まる可能性がある。一方で，「教育課程のPDCA」は有意でなかった。しんどい学

校では教職員の疲弊の度合いが高く（伊佐ら2013），学習の結果を評価し，それをもとにPDCAサイク

ルを回していくような余裕がない可能性が高い。次に，落ち着いているものの，学習指導面で困難の

ある学校についてであるが，本研究の分析の結果「特色ある教育課程」と「教育課程のPDCA」が有意

であった。前述した，学習指導面でも生徒指導面でも困難を抱える学校と同様，学習指導面に困難さ

を抱えており，主体的な関わりを引き出すような形での「特色ある教育課程」づくりが行われ，アクティ

ブラーニングの視点からの授業改善を後押しするものと考えられる。一方で，前述の群に比べ，授業

成立に関する難しさは低く，そのため「学校内外のリソースの活用」の重要性は低く，教職員の疲弊

の度合いはより軽くなり，「教育課程のPDCA」を実施し，授業改善を後押しする程度は高まると思わ

れる。学習指導面では問題がない一方生徒指導面で課題を抱える学校については，「教育課程のPDCA」

のみが有意であった。このような学校においては，学習面にはそれほど問題がないため，教育課程を
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特色あるものにするほどの抜本的な変化は必要とされていない。むしろ，児童と教員との関係に配慮

しながら授業改善を行っていくような，日常の授業の様子を踏まえてカリキュラムを修正していく中

でアクティブラーニングの視点からの授業改善も行われていくのではないだろうか。最後に，落ち着

いていて学力も高い学校においては，カリキュラム・マネジメントの3つの側面全てが有意であった。

比較的容易にそれぞれの側面の取り組みを行えるため，それがアクティブラーニングの視点からの授

業改善の後押しになるのではないだろうか。

5.2． 本研究の意義と課題，および今後の可能性

本研究で得られた知見には次のような意義と課題があると考えられる。

これまで，カリキュラム・マネジメントについては，その取り組みに対して管理職や教員が不慣れ

なこと（徳岡2018）など，様々な課題が指摘されてきた。そのため，意義や効果が十分に認識されな

いままでは，カリキュラム・マネジメントに対する不安が期待を上回り，カリキュラム・マネジメン

トが十分には実現されない可能性もある。本研究での分析は，カリキュラム・マネジメントが，アク

ティブ・ラーニングの視点からの授業改善にとって有益である可能性を示した形である。加えて，本

研究は，これまでの研究と異なり，領域や対象を限定しない形で分析した点に特徴がある。カリキュ

ラム・マネジメントが政策として推進され，今後どの学校においてもどの領域においても実践されて

いく可能性が高いことを踏まえると，幅広い対象のデータをもとに全体的な傾向を示したことに，有

益な基礎データの提供としての意義があると考えられる。

また，カリキュラム・マネジメントのように，その内実が必ずしも平易でない概念や取り組みが新

規に学校教育に持ち込まれると，著名な事例に類似した実践が多数行われるなど，画一化の危険性が

ある。実際，前学習指導要領において話題になった「言語活動」は，その後指導方法の画一化や形骸

化などが生じたと指摘されている（中央教育審議会2015b）。今回の学習指導要領の実施後，カリキュ

ラム・マネジメントにも同様のことが生じる可能性は否定できない。これに対して，本研究は学校の

状況によって効果的なカリキュラム・マネジメントが異なっていることを明らかにした。画一的な取

り組みを行うのではなく，それぞれの小学校の実態を踏まえたカリキュラム・マネジメントを実施し

ていくべきであるということを，単に理念レベルで主張するのではなく，実証的に明らかにしたこと

に重要な意義があると考えられる。

一方，本研究の課題としては，カリキュラム・マネジメントと，アクティブ・ラーニングの視点に立っ

た授業改善とが具体的にどのようにつながるのか，という点が検証できていない点にある。本研究を

通じて全体的な傾向は描出したものの，教師や子供の姿を含め，カリキュラム・マネジメントによっ

て授業実践がどのように変わっていくか，といった具体像については描くことが出来ていない。「2.1.先

行研究」でも示した通り，これまで一部の領域等では具体的な実践の報告を通して，カリキュラム・

マネジメントとアクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善との関係の具体像を描く研究が行わ

れてきた。今後は他の領域においても，そういった知見を蓄積していくことが必要である。

加えて，領域的な偏りだけでなく，カリキュラム・マネジメントの3つの側面に応じた知見の蓄積も

必要であると考えられる。本研究の知見にもとづけば，カリキュラム・マネジメントの3つの側面はと

もにアクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善に寄与することが示唆された。2.1項で取り上げ

た小林・石上（2018）や広石（2016）を見ても分かる通り，内容の取捨選択や領域の横断など「特色
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ある教育課程」を中心とした報告があるのに対して，「教育課程のPDCA」や「学校内外のリソースの

活用」といった側面に関する知見はより不足している状況と言える。これらの側面に焦点をあてた質

的な分析も今後行っていく必要があるだろう。

さらに，本研究の後半では，学校状況の違いによってアクティブ・ラーニングの視点に立った授業

改善に寄与しうるカリキュラム・マネジメントのあり方が異なることも示唆された。本研究において

はその要因を推察するにとどまったが，こういった違いがどのように生じるのかについても，今後具

体的な検討を行う必要があると言える。加えて，学校状況の違いという点について言えば，今回は，
生徒指導面や学力面での状況によって分類したものの，例えば保護者との関係など学校条件を様々に

変えることでどのような結果が生じうるかなど，より知見を詳細化していく方向性が考えられる。今

後，そういった形での研究の蓄積が必要である。

（本研究はJSPS科研費JP16k04490の助成を受けたものである）
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Relationships between Curriculum Management  
and Active Learning in the Elementary School Curriculum:

Identified by Collating Data for Different Schools
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Abstract

In the Course of Study Guidelines (2017) for Japan, “proactive, interactive, and deep learning” (= active learning) 

and “curriculum management” are proposed as major objectives. These attributes are identified as ways of 

improving classes, school organization and management in schools. Curriculum management is expected to 

promote active learning. Although previous studies have shown a correlation between these two attributes, 

they have not clarified the mechanisms underlying this relationship. In this study, we outline the results of a 

quantitative survey of many elementary school teachers about the relationships between active learning and 

curriculum management.

Keywords : Active learning, Curriculum Management, New National Curriculum Guidelines, Survey,  

Elementary School
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